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研究成果の概要（和文）：　本研究は，国内自治体の自然災害に対する脆弱性の評価・計測方法を確立し，統一
的な数量的指標として提案しているGross National Safety for natural disasters（自然災害安全性指標：
GNS）を国内自治体単位レベルまで適用範囲を拡大することで，GNSを用いた科学的根拠に支えられた防災戦略立
案に対する意志決定への活用を行うものである。
　

研究成果の概要（英文）：The concept and the assessment method of Gross National Safety for natural 
disasters (GNS) were introduced and the initial calculation results were presented as the 2015 
version of GNS. The results of GNS risk index including vulnerability and exposure are presented in 
the prefecture and municipality scales in Japan. We need to be aware that the Exposure index only 
based on five natural disasters is insufficient for the assessment of the risk. There are other 
factors such as flood disaster caused by heavy rain, which has currently caused serious damage in 
Japan. In this research, flood disaster was included in the Exposure index. It is essential not only
 to continuously update the data available but also improve and develop the range of application of 
GNS.

研究分野： 安全工学

キーワード： 自然災害　危機管理　災害リスク　防災・減災　国土保全

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
自然災害に対する国土の安全性・脆弱性を定量的に表し，防災投資の意思決定指標として開発した自然災害安全
性指標GNS（Gross National Safety for natural disasters）について，①都道府県別GNS算出の確立と重点化
すべき防災減災投資箇所の具現化の実施，②市町村別GNS指標の開発，③GNS指標や各副指標の経年変化の算出か
ら各自治体の防災・減災対策の進捗評価手法の確立にある。研究期間にて災害曝露量に洪水災害を追加し，市町
村別のGNSの試算を行った。都道府県別については，パンフレット「GNS2017」を作成し，自治体首長・防災担当
者へ送付・アンケート調査に利用した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

本研究にて統一的な数量的指標として提案してい

る Gross National Safety for natural disasters（自

然災害安全性指標：GNS）は，東日本大震災による

未曾有の地震・津波災害の経験と復興の方向性の議

論の過程の観察と考察から着想され，平成 25 年度

に科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）「自然災害安

全性指標（GNS）の開発」（課題番号 25560184，代

表研究者：日下部治）として採択されて研究活動を

実施した。これらの成果の一つとして日本国内の都

道府県単位の自然災害に対するリスク指標 GNS
［2015 年版］を試算し，そのエッセンスをまとめた

冊子「自然災害に対するリスク指標 GNS［2015 年

版］」を公開した（図-1）。 
２．研究の目的 

本研究の目的は，自然災害に対する国土の安全性・脆弱性を定量的に表し，防災投資の意思決

定指標として開発した自然災害安全性指標 GNS（Gross National Safety for natural disasters）
について，①都道府県別 GNS 算出の確立と重点化すべき防災減災投資箇所の具現化の実施，②

市町村別 GNS 指標の開発，③GNS 指標および脆弱性指数を代表とする各副指標の経年変化の算

出から各自治体の防災・減災対策の進捗を評価する方法の確立，を行うことにある。 
３．研究の方法 

本研究課題の先行研究として実施された「自然災害安全性指標（GNS）の開発」（課題番号

25560184，代表研究者：日下部治）では，都道府県別 GNS 算出が行われ，さらに都道府県版を

ベースとした市区町村別 GNS 算出を東海 3 県にて実施されている。災害曝露量として先行研究

では，①地震，②土砂災害，③津波，④高潮，⑤火山の 5 種類の自然災害を対象としていた。本

研究課題では，先行研究においては都道府県を超える流域災害であることから算出を断念してい

た⑥洪水災害を新たに加える方法について検討を行い，改めて GNS 算出を行った。また，各指

標の重みの妥当性について，階層分析法（AHP）を用いた検討を行った。さらに市町村別 GNS
では，災害曝露量で市町村別で算出されていた災害は先行研究では高潮と津波だけであったが，

本研究では全ての災害に随時拡張させた。なお，全ての災害に対応した地域は関西地域と東北地

方太平洋側の三県（岩手，宮城，福島）である。市町村別 GNS は，一部の空白域があるが，土

砂災害，洪水，高潮，津波の 4 種類の災害曝露量については，全国を網羅するような市町村版

GNS の作成を行った。特に，東日本大震災の被害を受けた東北地方の岩手県，宮城県，福島県に

ついては，東日本大震災前後のGNSの経時変化を分析して防災減災対策の効果を検証している。

なお，都道府県版は GNS［2015 年版］の英語版と情報を更新した GNS［2017 年版］を刊行し

た（図-1）。特に，GNS［2017 年版］は，行政機関に送付してアンケート調査を実施している。 
(1) GNS 算出方法 

これまでのリスク指標の多くが特定の災害に

関するものであった。これに対して GNS では

複数の自然災害への遭遇度合（災害曝露量＝曝

露量指数）と社会が持つハードやソフト対策の

進捗状況（社会の脆弱性＝脆弱性指数）を掛け

合わせることで自然災害リスク GNS を指標化

している。社会の脆弱性である脆弱性指数はハ

ード対策とソフト対策に分けられており，フリ

ーアクセス可能な統計情報を抽出して使用した。

自然災害への遭遇度合である災害曝露量は，今

までの都道府県版 GNS にて想定した自然災害

では，地震，津波，高潮，土砂災害，火山災害

の 5 種類であったが，本研究では新たに洪水災害を追加した。いずれのデータも継続的に更新で

きるように定期的に更新されるフリーアクセスのデータを副指標として使用し，それらを階層化

され重み付けされた指標の線形和（図-2）として計算した。なお，線形和のための重み係数の妥

当性については，AHP を用いて検討を行った。 

(2) 地理空間情報を用いた災害曝露量の算出による市町村版 GNS の開発 
自然災害の影響範囲は対象となる市町村全域とは限らない。しかし，先行研究（GNS2015）で

は人口や災害の影響範囲を都道府県単位で想定しているため，過密や過疎といった人口分布の偏

りや海岸・山地の有無などの自然条件に応じた災害の曝露量が正確に表現できていなかった。そ

こで本研究では，公開されている各災害の影響範囲を表す地図データと市町村内における町字単
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位での居住人口を表す「国勢調査（小地域）」の地図データを GIS 上で交差させ，面積按分する

ことで精緻な影響範囲における曝露人口の割合 E を求めた。 
GIS を利用した用いた災害曝露量の検討手法では，これまで考慮できなかった災害についても

算出が可能となり，本研究では新たに洪水災害について算出を行った。 

４．研究成果 

(1) 階層分析法を用いた重み係数算出方法と GNS の評価体系の妥当性について 
本研究では，階層分析法を用いて，専門家へのアンケート結果から重み係数を算出する手法を

提案した。また，自然災害に対するリスク指標 GNS の評価体系に対して，専門家へのアンケート

による，自然災害や防災・減災対策の種類ごとの重み係数の結果を示し，考察を行った。集団幾

何平均法および C.I.のしきい値を用いて，回答者集団別の重み係数を求めたところ，茨城県，神

奈川県および有識者の 3 つの回答者集団による曝露量指数の重み係数には，値の大小と近年の自

然災害の発生度合いに関係性がみられた。一方，脆弱性指数の重み係数は，回答者集団ごとの値

に差はあるものの，重み係数の大小に関しては概ね同じ傾向を示した。また，回答者集団別の脆

弱性指数の評価基準別の重み係数は，回答者集団を問わず同じ傾向を示したことから，本アンケ

ートによる重み係数の算出の妥当性を示した。さらに，どの回答者集団においても，「死傷者を出

さない」と「経済的損失を抑える」の重み係数の比は，概ね 3：1 の関係となり，防災・減災対策

の決定においては，死傷者を出さない対策が重視されることがわかった。以上より，重み係数の

合理化の手法の一つとして，AHP によるアンケートが有意であることを示した。AHP を適用し，

指標の目標や用途に合わせ，アンケートの対象を設定することで，総合指標のデータ群に依存す

ることのない重み係数を求めることができる。 
(2) 洪水災害の曝露量の算出方法及び結果 

本研究で新たに導入した洪水災害の曝露量の算出方法について以下に述べる。洪水災害の曝露

量の算出には，災害影響範囲の人口割合と過去の洪水発生状況から計算する頻度係数を用いる。

洪水災害の曝露人口の割合は，公開されている国土数値情報の浸水想定区域データ及び行政区域

データ，e-Stat の人口データ及びメッシュデータを Q-GIS 上で交差，結合することで算出した。

また，洪水災害の頻度係数の算出には，国土交通省がまとめている水害統計調査の平成 18 年～

28 年の過去 11 年間の水害発生状況データを用いた。災害の発生頻度を表す頻度係数は，過去の

災害発生件数から各都道府県の災害発生件数を Ni，47 都道府県の発生件数の平均値を N とおく

と，0から 1の値を取る頻度係数Fiを以下の式-1によって計算した。 
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この頻度係数と洪水災害の曝露人口の割合を掛け合わせたものが曝

露量指数となる。なお，洪水災害の浸水深については，床上浸水と

なる 0.5m 以上を影響範囲の基準とした。以上の算出方法を踏まえて

算出した関東地方の洪水災害の災害曝露量を図-3 に示す。本図は，

赤色ほど洪水災害の影響が大きく，緑色ほど洪水災害の影響が小さ

いことを示している。算出結果から，特に茨城県常総市や栃木県足

利市，千葉県市川市などの市区町村において，洪水災害の曝露量が

高いことがわかった。また，利根川水系や荒川水系といった一級河

川流域を中心に洪水災害の曝露量が高い地域が広がっていることか

ら，洪水災害の曝露量は河川の有無という地域特性に大きく左右さ

れる指標であるといえる。 
(3) 地理空間情報を利用した市町村版 GNS の開発 

洪水災害の災害曝露量も加えた形での市町村版 GNS の算出結果に

ついて，各地方の結果のうち東日本を一例として以下に示す。 
① 東日本地方の算出結果 

東日本の GNS 算定結果を図-4 に示す。本図の GNS の値は，赤色

ほど自然災害リスクが高く，緑色ほど自然災害リスクが低いことを

示している。算出結果から，総じて災害曝露量が高い箇所にて自然

災害リスクが高い傾向を示している。一方，北関東の群馬県，栃木

県では脆弱性と災害曝露量がともに低いことから自然災害リスクも

低く算出されている。 
② 関東地方の算出結果 
上述の東日本での算出において関東地方は土砂災害を市町村版と

した結果を示している。土砂災害の市町村版の算出には都道府県版

と同じ算出方法と GIS を用いた方法によるものがあり，後者の方が

高い精度を有している。そこで，ここでは，GIS を用いて土砂災害の
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図-3 洪水災害の災害曝

露量（関東地方） 

(％)

12
 9
 6
 3

図-4 東日本の GNS 
 



災害曝露量を算出して市町村版

GNS を算出した結果を示す。図-5
は関東地方の市町村版 GNS であ

る。関東地方では，特に東京湾西

岸地域や千葉県の太平洋側とい

った南関東の沿海部地域で GNS
が高い結果が得らえた。これは，

曝露量指数の評価と同様の傾向

である。掛け合わせて算出する脆

弱性指数には地域差がそれほど

ないため，曝露量指数によって

GNS が評価されたためと考えら

れる。また，ハード対策とソフト

対策を比較すると，関東地方では

全体的にソフトウェア対策が遅

れている傾向がみられた。今回新たに導入した洪水災害によって，北関東県境の一級河川（利根

川，荒川）流域において GNS が高くなった。 
(4) 東日本大震災前後の自然災害リスクの評価 

東日本大震災前後の自然災害の暴露量を算出するためには，町字単位で人口の変動を把握する

必要がある。そこで，震災前後の人口データとして国勢調査が実施された 2010 年および 2015 年

のものを集計対象の年次とした。図-6(a)～(c)に，岩手・宮城・福島県における GNS，曝露量，脆

弱性の変化量（2015 年と 2010 年の値の差分値）をそれぞれ示す。本図より，震災の前後で宮城

県の沿岸に位置する市町村を中心に多くの市町村で自然災害リスクが減少している一方，岩手，

福島県では自然災害リスクが増加していることが分かる。なお，曝露量と脆弱性を掛け合わせた

GNS 値の変化には，脆弱性よりも曝露量の変化の方が大きく影響していることがわかる。 
図-7(a)～(e)に宮城県の沿岸部における，町字ごとの人口密度の変化，東日本大震災における津

波の浸水域，津波の曝露量の変化，土砂災害危険区域，土砂災害の曝露量の変化をそれぞれ示す。

これらの図より，津波による甚

大な被害受けた市町村では，津

波浸水域において人口が大幅

に減少したことで，曝露人口の

割合が大幅に低下し，曝露量の

減少につながった。しかし，人

口の移動に伴い，土砂災害危険

区域と重なる町字で人口が増

加し，土砂災害の曝露量が増加

している市町村もある。このこ

とから，各災害の影響する範囲

における人口の移動は曝露量

を大幅に変動させることにつ

ながる。例えば，宮城県の場合，

震災直後に人口が大幅に減少

したことで，大きく低下した津

波の曝露量は 2015 年時点にお

いても変化しておらず，人口が

震災前の状態まで回復してい

ないことを示唆している。また，

市町村によっては，津波のリス

クが減少したものの，土砂災害

の曝露量が増加しており，特定

の災害に着目するのではなく，

複数の災害を総合的に評価す

る必要がある。 
図-8 に，岩手・宮城・福島県

における曝露量と脆弱性の変

動傾向を表した散布図と地図

を示す。本図より，曝露量の増

加以上に脆弱性が減少してい
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図-5 関東地方の市町村版 GNS 
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図-6 関東地方の市町村版 GNS 
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図-7 宮城県沿岸部における津波と土砂災害の変化 



る市町村が多く確認で

きるが，GNS の低下に

は至っていない。また，

GNS が減少したほとん

どの市町村が曝露量と

脆弱性の両方で減少を

示していることから，災

害のリスクを低下させ

るには，ハード・ソフト

対策のみならず，曝露人

口のコントロール，すな

わち「危険な場所には住

まない」ことが重要であ

ることがわかる。 
本研究では，GNS を

低減させるには，二つの

方法が挙げられる。一つ

目は，「脆弱性」を低下させることである。これは，公共投資の限られた予算を有効に活用し，ハ

ード対策及びソフト対策を進めていくことで改善することができる。二つ目は，災害の「曝露量」

を低下させることである。これは，曝露量を構成する要素のうち災害発生頻度は変えることがで

きないため，災害影響範囲内の人口割合を低下させる必要がある。そのため，災害の危険性が高

い地域に人を住まわせないようにすることが求められる。実際に 2018 年に発生した西日本豪雨の

土砂災害による死者は 119 名（53 箇所）であり，このうち 94 名（42 箇所）は土砂災害警戒区域

内等で被災していることから，災害想定区域内の人口割合を低下させるような社会システムの構

築が不可欠であるといえる。 
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図-8 曝露量と脆弱性の変動傾向と変動傾向の市町村分布状況 
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